
PRESS RELEASE 

 

令和７年７月１日 

 県政記者クラブ報道機関 各位 

 

山形県産業労働部産業創造振興課  

 

 

 

 

 

米国の関税措置により、県内の中小企業者等への影響が懸念されることから、「米国の関

税措置に関する支援策一覧」を作成しました。 

県内の中小企業者等に各種支援事業を活用していただくため、広報・周知に御協力くだ

さるようお願いいたします。 

 

記 

 

 「米国の関税措置に関する支援策一覧」は、県内の中小企業者等向けに、県や関係団体

等が実施する支援事業を集約したものです。 

 支援内容の詳細については、各事業を実施している県や関係団体等の担当課にお問合せ

ください。 

  

米国の関税措置に関する対応について（県ホームページ） 

https://www.pref.yamagata.jp/110001/sangyo/sangyoushinkou/kanzei2.html 

  

お問合せ先 産業労働部産業創造振興課  

      課長補佐（企画調整担当）佐藤 

電話： 023-630-2134 

広報監 産業労働部次長 遠藤 

米国の関税措置に関する支援策一覧について 

https://www.pref.yamagata.jp/110001/sangyo/sangyoushinkou/kanzei2.html

